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令和７年度事業総括 
 

１ 法人運営 

（１）理事会・評議員会の開催状況 

当事業年度において、理事会を計６回、評議員会を計２回開催した。 

 5 月の監事監査については対面開催による監査を実施した。 

２ 特別養護老人ホーム事業 

（１）経営状況 
令和 7年度は、前年度の介護報酬改定（令和 6年度改定）によるプラス改定分を基盤

としつつも、必要な人員確保のための人件費増や食材費の高騰が継続するなど、厳しい

経営環境下での運営となった。その中で、看護体制の強化を図るとともに給食業務委託

先の事情による撤退に伴う次年度（令和 8年度）からの委託先の選定及び食費の増額改

定を利用者及びご家族の了解を得て進めた。 

特養入所者の平均要介護度は 4.03 と前年度（4.01）より若干高い数値で推移してい

る。入院者については、前年度（100 名）から減少し 75 名となったが依然として高い数

値といえる。入退所者数については、入所者 37 名（前年度 37 名）・退所者 35 名（前年

度 37 名）となった。 

ベッド稼動率は目標値（96.0％）未達となったが、前年度（92.3％）を上回り、93.6％

となった。 

短期入所については、令和 6 年 12 月に受け入れ再開し、令和７年度は定員 8 床に対

し 6床体制として稼働し、目標利用率 62.5％（実質 83.3％）に対し、実績は 47.5％（実

質 63.3％）ではあったが前年度（11.5％）を大きく上回った。 

特別養護老人ホーム事業全体の事業活動収入については、前年度対比で約 3,307 万円

の増加となり、支出については人件費の増加等により約 2,564 万円の増加となったが、

当年度の事業活動増減差額は約 742 万円のプラスとなった。 

 
（２）利用者サービスについて 

施設の介護方針のひとつである「あたり前の生活の実現」に向けて引き続き取り組み、

個別的な利用者サービスの向上を図った。 
ケアプランの作成及び見直しにあったっては、利用者及び家族から聞き取りしたご意

向と日常生活介護記録を参考にするとともに、第三者者評価の受審や満足度調査を実施

し、その結果を参考に個別支援の実現に努めた。 

入所者にとって楽しく充実した生活支援の一環として、近隣保育園の園児の訪問受け

入れ、苑内カフェの開催、動物とのふれあいの場の提供などを例年通り実施するととも

に、近隣の公園への散歩や敷地内での外気浴の機会を増やした。 

 

（３）人材確保・育成 

新卒に関しては、新たな採用には至らなかったが、特定技能外国人２名を採用した。

中途採用については、ハローワークや紹介業者の活用等を行い、各職種を採用した。加
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えて職員紹介制度を手厚くし、その活用を促した。 

研修については、外部研修参加型含め苑内研修、WEB・オンライン研修を活用し専門知

識・介護技術の向上を図った。また、次年度において法定研修の充実を図るため外部講

師の活用による研修計画を立てた。 

 

（４）災害関連 

施設内訓練については、書面による机上訓練を中心に各階にて行った。次年度に向け

た防災体制の強化のため、新たに 2 名の職員が防火管理者資格を所得した。 

江戸川区との協定による福祉避難所としての対応については、江戸川区福祉施設連絡

協議会ワーキングチームにおいて協議を行っている。 

 

３ 在宅サービス事業 

（１）経営状況 

一般デイサービスの収入については、約 728 万円の増収（対前年度比 11.3％増）と

なり、認知症対応型デイサービスは約 164 万円の増収（対前年度比 7.2％増）、通所介

護予防は約 3 万円の増収（対前年度比 0.3％増）となった。居宅介護支援事業は、約

41 万円の増収（対前年度比 1.8％増）、地域包括支援センターは、約 803 万円の減収

（前年度比 22.6％減）となった。 

在宅サービス事業全体収入として約 134 万円の増収（対前年度比 0.8％増）となっ

た。サービス活動増減差額は約 276 万円のプラスとなった。 

 

（２）デイサービス事業について 

一般デイサービスは、年間平均利用率が 85.8％となり、前年度を 9.5％上回り目標

値（78.0％）を達成した。 

認知症デイサービスは、年間平均利用率が 39.5％となり、前年度を 2.9％上回った

が目標値（45.0％）未達となった。 

総合事業（緩和型）は、年間平均利用率が 36.2％となり、前年度を 7.3％下回り、

目標値（45.0％）未達となった。 

 

（３）地域包括支援センター事業について 

介護予防・生活支援サービス事業（事業対象者）における介護事業所受け持ち件数

は 160 件（前年度 254 件）、居宅介護支援事業所の委託件数は 61 件（前年度 22 件）と

なった。 

窓口、電話及び訪問相談件数は合計 2,880 件（前年度 2,731 件）、目配り訪問は 108

件（前年度 88 件）となった。 

権利擁護事業において、権利擁護に関する対応実績は 0件（前年度 28 件）で、新規

虐待通報件数 12 件（前年度 23 件）であった。 

包括的・継続的ケアマネジメント事業において、情報交換会の開催、祭りへの参加

及び地域の催しに参加し熟年相談室の PR 活動を行った。 
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認知症総合支援事業において、毎月暖心苑オレンジカフェを開催し、新規利用者の

獲得に努めるとともに、地域住民や介護事業所向けの認知症サポート講座は計 11 回

（前年度 7回）開催した。また、介護予防教室、介護者交流会はそれぞれ 6回ずつ開

催した。 

介護保険認定申請受付件数は 913 件（前年度 927 件）となった。 

介護保険認定の要支援者に対するプラン作成において介護予防事業所受け持ち件数

は 964 件（前年度 1,373 件）、居宅介護支援事業所委託件数は 1,525 件（前年度 1,120

件）となった。 

 

（４）居宅介護支援事業について 

介護保険要介護認定調査件数は 36 件（前年度 66 件）、ケアプラン作成件数は 1,210

件（前年度 1,231 件）、要支援者のプラン作成件数は 317 件（前年度 136 件）となっ

た。 

 

（５）感染症対策について 

感染症予防対策については、手洗い・うがいの励行、検温・消毒の実施、不織布マ 

スクの着用及び施設内環境の整備（清掃、消毒、定期的な換気）、体調管理・把握を徹

底し、利用者・職員の健康に細心の注意を払った。 

 これまで、感染予防の観点から、1階多目的室にて臨時的に認知デイサービス事業

を継続してきたが、正式に東京都へサービス提供場所の変更届を提出した。 

また、高齢者施設等感染対策向上加算取得に向け、感染対策向上加算取得医療機関

から、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けた。 

 


